


















































































































































































































































































































































































深セン 合肥 漢川 鎮寧
絶 対 値（元）
高所得層 ６，３０５ ８８７ ３２１ ３６６
中高所得層 ２，１７０ ５２３ １５６ １０４
中所得層 １，３９４ ３７４ １０９ ６３
中低所得層 ８７９ ２６７ ７７ ４２
低所得層 ４４５ １４１ ４４ ―
指 数
高所得層 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０
中高所得層 ３４．４ ５９．０ ４８．６ ２８．４
中所得層 ２２．１ ４２．２ ３４．０ １７．２
中低所得層 １３．９ ３０．１ ２４．０ １１．５






















































































年 失業者数（万人）失業率（％） 年 失業者数（万人）失業率（％）
１９７８ ５３０．０ ５．３ １９９１ ３５２．２ ２．３
１９８０ ５４１．５ ４．９ １９９２ ３６３．９ ２．３
１９８１ ４３９．５ ３．８ １９９３ ４２０．１ ２．６
１９８２ ３７９．４ ３．２ １９９４ ４７６．４ ２．８
１９８３ ２７１．４ ２．３ １９９５ ５２０．０ ２．９
１９８４ ２３５．７ １．９ １９９６ ５５２．８ ３．０
１９８５ ２３８．５ １．８ １９９７ ５７０．０ ３．１
１９８６ ２６４．４ ２．０ １９９８ ５７１．０ ３．１
１９８７ ２７６．６ ２．０ １９９９ ５８０．０ ３．１
１９８８ ２９６．２ ２．０ ２０００ ６００．０ ３．１
１９８９ ３７７．９ ２．６ ２００１ ６８１．０ ３．６
１９９０ ３８３．２ ２．５ ２００２ ７７０．０ ４．０
出所：『中国労働統計年鑑２００３』p．１２８から引用
都市部失業率は１０．４％（１９９８年）である［李・胡・洪（２００１）、p．３］。
また、程（２００２）は２０００年の都市部失業率が約９％ではないかと指摘し
ている［程（２００２）、pp．６１―６２］。重並（２００２）は再就職できない下崗
職工、潜在的失業者を加え、実際の都市部失業率が約１２％になると分析
している［重並（２００２）、p．３］。
李・佐藤主編（２００４）と呉主編（２００４）はともに、失業者の所得が激
しく減少することによって、失業者が貧困状況に陥ることを回避できな
いことを指摘している。また、都市における失業者の急増は都市部の所
得格差を拡大させたとも分析している。失業者が大量に発生した背景に
ついては他の先行研究を参照されたいが、ここでは急増した失業者に対
する対応が十分ではないことを検討してみる。
都市部の失業者に対して、どのような対応策が打ち出されたのか。１９８６
年に、国有企業から排出された失業者を受け止めるために、政府は「待
業保険」を創設した。これによって、中国の失業保険制度は発足した。
１９９３年に待業保険に関する改正が行われた。さらに、１９９９年に「失業保
険条例」が公布され、現行の失業保険制度が正式に成立した。
２００２年には、失業保険の加入者は１億１８２万人に達し、１９９０年の約１．５
倍になった。失業給付の受給者は１９９０年の１２．７万人から、２００２年の６５７
７９（８４）
万人に達し、１２年間で約５２倍まで急増した。失業問題が深刻になるにつ
れて失業給付受給者数も急増していることがうかがえる。確かに、１９９０
年の状況と比べると、近年失業給付受給者数は増加傾向にあるが、失業
者に占める給付受給者の割合（受給者率）は依然として低いといわざる
を得ない。１９９０年に、３８３．２万人の失業者に対して、失業給付の受給者
数は１２．７万人であったので、受給率はわずか３．３％であった。それは２０００
年には３１．６％、２００１年には４２．５％へと上昇してきたが、いまだに給付を
受ける人は失業者の半分にも及ばない状況となっている３）。さらに、統
計に含まれていない都市部の失業者を考慮した場合は、失業給付のよう
な所得支援を受けずにいる失業者は、数百万人から１千万人と推測され
ている。そのような人々は都市部の貧困層に陥ってしまい、都市部の所
得格差の拡大を招いてしまう重要な原因となる。
続いて、１人当たりの失業給付の水準を検討してみよう。于（２００５）
に紹介されているように、１人当たり失業給付は１９９８年に１，２８９．７元し
かなかったが、２００２年には１，７７７．８元へと約３８％上昇した。しかし、２００２
年の全国平均賃金が１２，４２２元［『中国労働統計年鑑２００３』、p．３３］で
あったため、同年の１人当たり失業給付金額が平均賃金の１５％未満の水
準であった。呉主編（２００４）によれば、１９９８年の北京の１人当たり食品
消費支出が２，８６５元［呉主編（２００４）、p．１６５］であるので、失業給付を
受給しても人並みに食事することさえもできないということがわかる。
失業保険における低い受給率と低い給付水準からみれば、失業者に対
する対応は不十分である。このような対応では当然都市部の所得格差の
拡大に歯止めがきかない。
３．２ 下崗職工と基本生活保障
都市部において、失業登録を行い、失業者と認められた顕在的失業者
のほかに、潜在的失業者である下崗職工は１９９３年以降大量に現れた。下
崗職工は勤務先との労働関係が一定期間において保留されるものの、給
料を受け取ることはできない。現実には、下崗職工はレイオフと同様で
ある。各年版の『中国労働統計年鑑』によれば、再就職できた者を含む
すべての下崗職工数は、１９９５年の５６４万人に対して、１９９８年には１，７３４万
人、１９９９年には１，６５２万人、２０００年に１，４５４万人と増えているが、その約
７割が国有企業から発生したのである。下崗職工のうち、再就職できる
（８５）７８
人もいるが、平均として６，７割の人は再就職できないままにとどまる。
下崗職工は安定的な収入がないため、当然生活困窮に陥ってしまう可
能性が大きい。李・佐藤主編（２００４）や呉主編（２００４）などの先行研究
は下崗職工の収入と生活状況を調査し、下崗職工のほとんどが所得の減
少によって生活困窮の状態になってしまうという結論を得ている。
下崗職工は失業者として認められていないため、失業保険の適用対象
となっていない。下崗職工に対して、政府は再就職センターを創設し、
それを通して彼らを救済しようとしていた。再就職センターとは、１９９８
年の６月に中共中央、国務院が公布した「国有企業における下崗職工の
基本生活保障と再就職業務に関する通知」によって、急速に整備された
組織であり、企業ごとに設置されている。それは、国有企業の下崗職工
の基本生活費の支給（基本生活保障）および、年金・医療・失業等の社
会保険料の納付、そして、下崗職工の転職訓練や教育などの責任を持っ
ている。
下崗職工に対する対応は十分なものであるか。失業保険と同様に、下
崗職工に対する基本生活保障の受給率と受給水準を考察してみよう。前
記したように、下崗職工に対する基本生活保障は再就職センター内で行
われているものである。再就職センターは基本的に国有企業内に設置さ
れているため、原則として国有企業の下崗職工しか基本生活保障を受給
することができない。すべての下崗職工のうち、基本生活保障を受けて
いる人の割合（受給率）は、１９９８年に５９．９％、１９９９年に７０．２％、２０００年
に６５．４％、２００１年に６４．３％、２００２年に５５．６％のように推移している４）。
総じて、失業給付の受給率より高いといえるものの、２００２年に約３００万
人の再就職できていない下崗職工は基本生活保障を受給していなかった。
于（２００５）によれば、再就職センターにいる下崗職工の１人当たりの
年間受給金額（保険料納付を含む）は、１９９８年には２，０５０．０元、２００２年
には５，２８５．４元となっている。前述したように、２００２年の全国平均賃金
が１２，４２２元であったため、２００２年の１人当たり基本生活保障の給付金額
（保険料納付を含む）は平均賃金の４３％に相当する。このような給付水
準は決して高いとはいえない。さらに留意すべき点は、下崗職工が再就
職センターに３年間しか在籍することが認められていないことである。
つまり、３年を超えて再就職できない者は基本生活保障の対象から外さ
れ、失業保険の対象になる。それによって、彼らの生活はさらに困難に
７７（８６）
なりかねない。基本生活保障における低い受給率と低い給付水準からみ
ると、やはり下崗職工に対する対応も不十分といわざるを得ない。下崗
職工に対する基本生活保障が都市部の所得格差の拡大を食い止めるため
に有効な施策とは思われない。
３．３ 貧困層と最低生活保障
１９９０年代後半以降、失業者や下崗職工の急増にともない、都市部にお
ける貧困者数は急速に増えている。失業保険や基本生活保障から漏れた
貧困者層に対して、最低生活保障制度で対応している。最低生活保障制
度の試行は１９９３年に上海で行われたが、１９９９年９月から全国の都市住民
を対象に実施している。
都市住民に対する最低生活保障制度は、日本の生活保護制度に相当す
る。最低生活保障制度の財源は失業保険とは異なって、保険料ではなく
地方財政からの支出で賄われている。制度開始当時、最低生活保障を受
けている都市住民は数百万人であったが、２００３年には２，３３５万人に増え
た。また、２０００年から農村地域にも同じような最低生活保障制度が実施
され、２００３年には最低生活保障を受けた農村住民も３９５万人に達した。
最低生活保障制度の給付には２種類ある。１つは、１人当たり所得が
その都市の最低生活保障基準を下回る分の差額を支給する給付方法（差
額保障給付）である。もう１つは、当該都市の規定に基づき、一定額の
金額を支給する給付方法（定額保障給付）である。
現実の給付状況を調べてみると、給付額の低さは驚くに値する。２００５
年末現在、全国各地の差額保障基準は月１００元台から３４４元５）の間で設定
されているが、大半の地域では定額保障基準は月１００元未満の水準と
なっているようである。差額保障基準の場合は、支給額は保障基準額よ
り少ないため、実際の支給額は数十元の場合が多いようである。また、
最低生活保障制度を管轄する民政部の資料によれば、２００３年では１人当
たりの給付額は月５６元であった。あまりにも少ない金額である。
以上みてきたように、１９９０年代後半以降、都市部において大量に発生
した失業者と下崗職工および貧困者に対して、政府はそれぞれに対応す
る救済制度を講じてきたが、いずれにしても十分ではないといわざるを
得ない。つまり、「先富」から「共富」への調整がうまく行われていな
かった。そのため、都市部の所得格差の拡大には歯止めがきかなかった。
（８７）７６
４． これからの対応
所得格差を是正するために、２００１年に開始された第１０回５カ年計画に
おいて「西部大開発」という政策が打ち出されたのに続き、２００２年秋に
開催された第１６回中国共産党全国大会では「東北振興」、２００５年春の全
国人民代表大会で、中部地域の開発を目標とする「中部崛起」が提唱さ
れた。これらの政策は地域開発を促進し、地域間の格差是正に寄与する
と期待されている。また、２００２年の党大会では、「全面的な小康社会の
建設」という戦略が打ち出されたことは、これまで採ってきた効率一辺
倒の戦略を改め、公平にも力を注ぐことを意味する。さらに、２００６年か
ら農民の所得をアップさせるために、農民税が廃止されることになった。
これらの政策は所得格差（特に農村・都市間の格差）を是正するために
一定の効果があるだろう。しかし、経済格差を是正するために最も必要
なことは、①生産要素移動の完全自由化、②所得再分配機能の強化、③
遅れた地域の開発加速の３つであろう。
上記の３つを行い、所得格差を是正するためには、関（２００５）が指摘
しているように、地域保護主義の打破や戸籍制度改革によるモノ・ヒ
ト・カネの流動化を促す「国内版自由貿易協定〔FTA〕」、先進地域から
後発地域への直接投資を促進する「国内版雁行形態」と、中央財政によ
る地域間の税収移転を拡大する「国内版の政府開発援助〔ODA〕」［関
（２００５）、pp．１８９―１９３］が有効な措置になると期待されている。
それに加えて、中国では現在のところ所得の再分配が十分に機能して
いないため、所得再分配機能の強い税制、例えば累進所得税、相続税、
贈与税などの整備が急がれるべきである。また、社会保障制度の拡充と
政府財政投入の拡大も重要な政策課題として確実に行われるべきである。
今は、中国にとって「先富」から「共富」への調整がうまく行うことが
できるかどうかの重要の時期であろう。
おわりに
本論文では、まず中国における経済格差の問題を農村と都市の間の所
得格差、地域間の所得格差、および都市部の所得格差という３つの側面
７５（８８）
から考察し、格差問題をもたらした原因について概観してきた。さまざ
まな原因のなかで、筆者の意見では、「先富」から「共富」への調整が
うまく行われていなかったことが最大の原因の１つであろう。続いて、
第３章では、「先富論」の調整に大きな役割を持つはずの社会保障制度
が未整備であるという視点から、都市部の失業者、下崗職工と貧困者に
対する対応措置（失業保険制度、再就職センター内の基本生活保障制度
と最低生活保障制度）を分析した。それぞれの対応措置においては、受
給率と給付水準ともに大変低いという結果が得られた。そのような結果
に基づいて考えると、急増した失業者、下崗職工と貧困者に対する対応
措置は不十分なものである。失業者、下崗職工と貧困者の急増は都市部
の所得格差拡大の重要な原因の１つといわれているため、彼らに対する
対応策が不十分であることは都市部の所得格差の拡大に歯止めがきかな
いことになる。今後の対応策として、所得格差の拡大を食い止め、縮小
するために、所得再分配機能の強い税制の確立、社会保障制度の拡充と
政府財政投入の拡大といったような「先富」から「共富」への調整が有
効な措置であると指摘した。
所得格差の問題を考える際に、農村内部の格差や資産（金融資産な
ど）における格差という観点からも、所得格差の拡大状況および格差是
正策を分析することができる。本論文においてはそのような視点が欠け
ている。また、所得格差をもたらす原因のなかで、診療状況や医療財政
の状況など医療制度への分析も有用であろう。今後、本論文におけるそ
れら不十分な点を補足し、研究を深めていきたい。
注
１） 陳・周（２００１）は通常の所得以外の所得などを考慮し、１９９７年のジニ係
数は０．４０から０．４９に引き上げるべきだと主張している。何（２００２）は中国
のジニ係数が０．６を越えているとみている。さらに「家計所得調査」を用
いて、２００１年のジニ係数が０．５１と算出した柯（２００３）もある。
２） これについては、于（２００５）を参照されたい。
３） 受給率等のデータは于（２００５）より引用。
４） 于（２００５）の資料に基づき計算した結果である。
５） 深市は３４４元の基準額を設定している。それは全国最高の基準である。
（８９）７４
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